技術指導に関する契約書

国立大学法人岡山大学（以下「甲」という。）及び○○○○(以下「乙」という。）は、甲が乙に対し、甲が保有する○○○○に関する技術（以下「本件技術」という。）を用いた技術指導を行うにあたり、以下のとおり契約を締結する。
（目的）

第１条　本契約は、甲が乙に対して技術指導を行うにあたり、予め種々の必要事項について取り決めることにより、技術指導を円滑に実施することを目的とする。

（本件技術指導）
第２条　甲は、本件技術に関して乙から要請のあった技術的項目について、必要な技術的指導（以下「本件技術指導」という。）を行う。

２　甲は、乙から前項の要請を受けたときは、可及的速やかに本件技術指導を行う。

３　乙は、本件技術指導の内容に基づいて本件技術の問題について対策を講じたときは、その対策の結果について、速やかに甲に報告する。
（甲の技術指導者の派遣）

第３条　甲は、乙の要請により、乙の開発部門、工場その他の必要な場所に、甲の技術指導者を派遣することができる。
（乙の担当部署の要員の派遣）

第４条　乙は、本件技術指導を受けるために、自己の担当部署の要員を甲の技術指導者の元に派遣することができる。
（甲のノウハウの提供）

第５条　甲は、本件技術指導を通して、必要に応じ、甲が保有する秘密技術情報（以下「甲のノウハウ」という。）を乙に開示・提供する。
（技術指導者等）

第６条　本件技術指導を行う甲の技術指導者は、次の者とする。

岡山大学○○○○○○○○　○○　○○○○
２　本件技術指導を受ける乙の該当部門は、○○○○とする。
（目的外使用の禁止）

第７条　乙は、本件技術指導を通して甲から開示・提供された甲のノウハウを本件技術のみに使用し、事前の甲の文書による同意を得ることなく、他の目的には使用しないものとする。
（対価等）

第８条　乙は、本件技術指導の対価として、金○○万円（消費税別）を、甲が指定する期間内に甲の指定する方法により甲に支払うものとする。

２　乙は、第３条の規定により、甲が本件技術指導のために甲の技術指導者を乙の工場等に派遣した場合には、交通費、宿泊費などの経費（実費）を負担する。
３　乙は、第４条の規定により、本件技術指導を受けるために、自己の担当部署の要員を甲に派遣する場合、これに必要な全ての費用を当該要員の所属に従い負担する。

４　甲は、第１項の本件技術指導の対価については、如何なる場合にも返金を行わない。
（費用負担等）

第９条　甲が本件技術指導を行う過程で甲による試験が必要な場合には、甲は事前にその内容を乙に説明し、乙の同意を得た上で行うものとし、その試験費用は乙が負担する。

２　前項の試験費用の額及び支払い方法については、甲乙別途協議の上決定する。

（対価等の支払）
第１０条　乙は、第８条第１項に定める対価に消費税を加えた額を国立大学法人岡山大学長の発する請求書により、当該請求書に定める支払期限までに甲に支払わなければならない。なお、銀行の振込手数料は乙の負担とする。
２　乙は、第９条第１項の費用を国立大学法人岡山大学長の発する請求書により、当該請求書に定める支払期限までに甲に支払わなければならない。なお、銀行の振込手数料は乙の負担とする。
３　乙は、第８条第２項の経費（実費）を国立大学法人岡山大学長の発する請求書により、当該請求書に定める支払期限までに甲に支払わなければならない。なお、銀行の振込手数料は乙の負担とする。
４　乙は所定の支払期限までに第１項の対価または第２項及び第３項の費用を支払わないときは、支払期日の翌日から納入の日までの日数に応じ、その未払額に民法の法定利率で計算した延滞金を付加して支払わなければならない。
（共同研究等）

第１１条　本件技術指導の過程で更なる研究開発が必要であると甲及び乙が合意したときは、別途共同研究契約又は受託研究契約を締結して行うものとする。
（非保証）

第１２条　甲は、甲の技術指導者が行った本件技術指導の結果について、一切の保証を行わない。
（秘密保持）

第１３条　甲は、本件技術に関する技術指導を実施するにあたり、乙より開示又は提供を受け又は知り得た技術上及び営業上の一切の情報並びに甲から乙への技術指導を実施したことの事実、その内容及び乙が行った対策について、乙の事前の同意がない限り、これを第三者に漏洩開示してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するものについては、この限りでない。

一　本契約締結の時点で既に公知となっているもの

二　本契約締結後に乙が公開したもの又は乙の同意の下に第三者が公開したもの

三　正当な権限を有する第三者から、秘密保持義務を有することなく入手したもの

２　乙は、甲による本件技術指導の内容（甲のノウハウを含む。）については、甲の事前の同意がない限り、これを第三者に漏洩開示してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するものについては、この限りでない。

一　本契約締結の時点で既に公知となっているもの

二　本契約締結後に、自己の責によることなく公知となったもの

三　本契約締結の時点で、自ら保有していたもの

四　正当な権限を有する第三者から、秘密保持義務を有することなく入手したもの
（知的財産権）

第１４条　乙は、甲から受けたノウハウの開示及び本件技術指導の内容に基づき、新たに発明等が生じた場合は、速やかにその旨を甲へ通知するとともに、甲乙協議の上、その取扱いを決定するものとする。
（有効期間）

第１５条　本契約の有効期間は、令和○○年○○月○○日から令和○○年○○月○○日までとする。

２　前項の規定にかかわらず、第１３条の規定は本契約の有効期間満了後３年間、第７条、第１２条及び第１４条の規定は有効期間満了後もそれぞれ有効に存続するものとする。
（管轄裁判所）

第１６条　本契約に関する紛争については、被告の本部所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（協議）

第１７条　本契約に定めのない事項又は本契約の規定に疑義が生じた場合は、甲乙誠意をもって協議の上、解決を図るものとする。
本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

岡山県岡山市北区津島中一丁目１番１号

（甲）
国立大学法人岡山大学

学長　　　那須　保友
　　　　○○○○○○○○○○○○○○○○
（乙）
○○○○○○○○○○
○○○○　　○○　○○
